
 

北朝鮮核実験実施発表への対応について 

 
１ 事案の概要 

・ 平成１８年１０月９日１１：５０、 
朝鮮中央通信が「北朝鮮が核実験を 
実施した旨の発表」を報道 

 
２ 政府の初動対応 
１０：４０頃 外務省から官邸に第一報 
１１：３０ 官邸対策室設置 
１３：０５ 官房長官記者会見 
１５：００ 日韓首脳会談（於：韓国）  
１６：００ 安全保障会議  
１８：３０ 官房長官記者会見 
１９：００ 放射能対策連絡会議代表 
      幹事会 
 
１０月１３日「テロ災害に関する緊急 
     警戒について」（消防庁→ 
     都道府県） 
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・10月９日・気象庁が次のような地震波を観測したことを発表

震源：北緯41.2度・東経129.2度（北朝鮮北東部）
規模：マグニチュード4.9相当

・10月11日・気象庁が10/9日の地震波について「今回の震動

が自然地震ではない可能性がある」ことを発表

・10月27日・内閣官房が「北朝鮮が核実験を行った蓋然性が

極めて高いものと判断するに至った」ことを発表

・関係省庁等の協力を得て放射能の測定体制を強化し、日本国内への影響について調査を実施

・10月24日・内閣官房から、測定結果に関して次の事項を発表

10月24日まで、全ての測定内容について、異常値や人工放射性核種の検出なし
人体及び環境への影響はないものと判断して差し支えないと考えられる
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３ 本県の対応 
（１）事前の対応 
 ・１０月６日、北朝鮮が核実験を実施した場合に備え、関係課に連絡会議の招集の可能性がある旨を連絡 
 ・１０月７日以降、通常の２４時間体制に加え、危機対策・防災課職員１名を増員して情報収集 
 
（２）危機対策連絡会議の開催 
 ・１０月９日１４：００、核実験実施報道および消防庁からの情報を受け、危機対策連絡会議を開催し、

地下核実験実施の状況や国の対応状況を情報共有するとともに、市町や消防などへ情報を提供、環境モニ

タリング調査の体制強化を決定 
 ・知事コメントを県のホームページに掲載 

・ 同日１８：３０、原子力安全対策課より、「北朝鮮核実験に関する対応について」（放射線調査の強化等）

を広報 
・危機対策・防災課の職員を増員して情報収集体制を強化（１０月２２日まで） 
・ 原子力安全対策課より、環境モニタリング調査状況を報道発表（１０月２５日まで） 


